
 

ハラスメントの防止及び対応に関する指針 

 

平成26年４月17日制定 

平成29年４月１日改正 

令和２年７月１日改正 

 

１ 趣旨 

  この指針は、以下のことを目的として、ハラスメントの防止及び対応に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（１）すべての教職員（臨時的任用職員及び会計年度任用職員を含む。）が個人としての

尊厳を尊重され、働きやすい職場環境を確立することにより、教職員の利益の保護及

び公務能率の向上を図る。 

（２）児童生徒・保護者（以下「児童生徒等」という。）が個人としての尊厳を尊重され、

児童生徒の安心して学ぶ権利やその能力を伸ばしていく機会を確保することにより、

利益の保護及び教育環境の充実を図る。 

 

２ 定義 

（１）ハラスメント 

「セクシュアルハラスメント」、「パワーハラスメント」及び「妊娠、出産、育児

又は介護に関するハラスメント」の総称をいう。 

（２）セクシュアルハラスメント 

他の者を不快にさせる職場における性的な言動及び教職員が他の教職員及び児童生

徒等を不快にさせる職場外における性的な言動をいう。 

（３）パワーハラスメント 

職務に関する優越的な関係を背景として行われる、業務上必要かつ相当な範囲を超

える言動であって、教職員に精神的若しくは身体的な苦痛を与え、教職員の人格若し

くは尊厳を害し、又は教職員の勤務環境を害することとなるようなものをいう。 

（４）妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 

職場における教職員に対する妊娠若しくは出産又は妊娠、出産、育児若しくは介護

に関する制度又は措置の利用等に関する言動により当該教職員の勤務環境が害される

ことをいう。 

 

３ 教職員の責務 

（１）教職員は、ハラスメントに対する正しい認識を持ち、ハラスメントをしてはならな

い。 

（２）教職員を管理監督する地位にある者は、良好な勤務環境を確保するため、日常の業

務を通じてハラスメントの防止に努めるとともに、ハラスメントの問題が生じた場合

には、迅速かつ適切に対処しなければならない。 



 

４ 所属長の責務 

（１）所属長は、ハラスメントに対する正しい認識を持ったうえで、日ごろから教職員と

のコミュニケーションを大切にし、指導や助言に当たっても誤解や行き違いを生まな

いよう十分留意するとともに、ハラスメントをしてはならない。 

（２）所属長は、教職員がその能率を十分に発揮できるような勤務環境を確保するため、

ハラスメントの防止に関し、必要な措置を講ずるとともに、ハラスメントの問題が生

じた場合には、必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない。 

（３）所属長が講ずべき必要な措置には、次の事項が含まれる。 

ア 本指針等を教職員に周知し、意識啓発を行うこと。 

イ ハラスメントの原因や背景となる要因を解消するため、業務体制の整備など、職

場や教職員の実情に応じ必要な措置を講ずること。 

ウ ハラスメントが職場で行われていないか、又はそのおそれがないか、勤務環境に

十分な注意を払うこと。 

エ ハラスメントの問題が生じた場合には、その内容に応じて、迅速かつ適切な解決

を図ること。 

オ ハラスメントが行われた場合には、本指針等の内容を改めて周知するなど再発防

止に向けた措置を講ずること。 

カ 教職員に対して、ハラスメントに関する苦情の申出、当該苦情等に係る調査への

協力その他ハラスメントが行われた場合の教職員の対応に起因して当該教職員が職

場において不利益を受けないことを周知すること。 

キ 教職員が児童生徒の保護者や担当する行政サービスの利用者等からの言動で、そ

れまでの経緯やその場の状況により、その対応を打ち切りづらい中で行われるもの

であって、所属の業務範囲や程度を明らかに超える要求をするものに関する問題が

あった場合についても、組織として対応し、その内容に応じて、迅速かつ適切に教

職員の救済を図ること。 

 

５ 研修等の実施 

（１）教育委員会は、ハラスメントの防止等を図るため、研修を実施するものとする。 

（２）所属長は、ハラスメントの防止等を図るため、教職員の意識啓発に努めるものとす

る。 

 

６ ハラスメントに関する苦情相談 

（１）教職員及び児童生徒等からのハラスメントに関する苦情の申出及び相談（以下「苦

情相談」という。）に対応するため、相談窓口を設置するものとする。 

（２）相談窓口の相談員は、苦情相談に係る問題の事実関係の確認及び当該苦情相談に係

る当事者に対する助言等により、当該問題を迅速かつ適切に解決するよう努めるもの

とする。 



 

（３）相談窓口においては、ハラスメントによる直接の被害者だけでなく、上司、同僚等

からの苦情相談にも応じるものとする。 

（４）苦情相談の申出は、面談、手紙、電話、電子メール、ＦＡＸのいずれでも可能とす

る。 

（５）苦情相談に対応した相談員は、苦情・相談記録簿(別記様式)その他の方法により、

その内容を記録するものとする。 

（６）苦情相談の処理に当たっては、関係者のプライバシーの保護及び秘密の保持を徹底

し、ハラスメントに関する苦情の申出、当該苦情等に係る調査への協力その他ハラス

メントが行われた場合の教職員の対応に起因して当該教職員が職場において不利益を

受けることのないよう留意しなければならない。 

 

７ その他 

この指針に定めるもののほか、ハラスメントの防止及び対応に関し必要な事項は、別

に定める。 



別記様式 

苦情・相談記録簿 

相談日時   年  月  日  時  分～  時  分 担 当  

区   分 □ 電 話   □ 文 書   □ その他 

相 談 者・ 

苦情申立者 

所 属 名  氏 名  

（匿名の場合） □ 男 □ 女  （   歳代） 

相談・苦情 

の 相 手 

所 属 名  氏 名  

（不明の場合） □ 男 □ 女  （   歳代） 
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